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１．適 用 

本仕様書は、配線の省スペースや高密度実装に適した、距離を制限することでＡＮＳＩ/ＴＩＡ-５６８.２

－Ｄ ＣＡＴ６（１００Ω）の性能を得られる高速ＬＡＮギガビットイーサネット対応の、４対ユニットごと

に内部シースを施した細径ＵＴＰケーブルについて適用する。 

 

 

２．品 名 

   品名は次の通りとする。 

 

ＴＳＵＮＥＴ－ＥＸ Ｓ－ＣａｂｌｅＶ２－ＢＤ ０.３－２４Ｐ 

 

 

３．構 造 

   構造は第 1 表による。 

 

第 １ 表 

項  目 単 位 内  容 備  考 

導 体 
材 料 － 電気用軟銅線  

外 径 ｻｲｽﾞ ０.３ 

絶縁体 

材 料 － ＨＤＰＥ 色：第２表を参照 

厚 さ mm 約 ０.１５ 

外 径 mm 約 ０.６０ 

撚  合 － 対撚 色別：第２表を参照 

下撚集合 中心層 － ４Ｐユニット 構成:図-1を参照 

○A  
内部 

ｼｰｽ 

材 料 － 脱鉛ＰＶＣ 表示:注１を参照 

色：注２を参照 厚 さ mm 標準 ０.５ 

外 径 mm 約 ３.７ 

集 合 

中心層 － ○A ×６ 構成：図－2を参照 

介 在 － 介在 挿入 

押え巻 － プラスチックテープ １枚 重ね巻 

引裂きひも － ポリエステル紐 １条 縦添え  

外 被 

材 料 － 脱鉛ＰＶＣ 色：注２を参照  

表示:注３を参照 

 

厚 さ mm 標準 ０.５ 

外 径 mm 約 １２.３ 

概算質量 kg/km １３０  

 注１．内部シース上にユニット識別の数字マーキング「1～6」を施す。 

 注２．内部シース及び外被の標準色は、ライトブルー(LB)とする。 

注３．外被上に「ﾚﾝｸﾞｽﾏｰｸ」および「TSUKO 製造記号 TSUNET-EX S-CABLEV2-BD 0.3mm PVC R15 *Limited use  

For PoE*」を表示する。 

    「*Limited use for PoE*」はパワーオーバーイーサネット（ＰｏＥ）の使用電力に制限があることを 

示す。 

 

第２表 対の色別 

対No.

１

２

３

４

脱鉛PVC

 
図－１ ４Ｐユニットの構成 

対No. 
絶縁体の色 

※第１種心線 第２種心線 

１ 白／青 青 

２ 白／橙 橙 

３ 白／緑 緑 

４ 白／茶 茶 

※絶縁体白に色帯を施したもの 
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１

２

３

４

５

６

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾃｰﾌﾟ

4PﾕﾆｯﾄNo.

引き裂き紐
介在

脱鉛PVC

 
 

図－２ ケーブルの構成 

 

４．電気特性 

   電気特性は第３表～第６表による。 

 

第 ３ 表 

項   目 規   格 

導 体 抵 抗  Ω/100m (at 20℃) ２４.８ 以下 

導体抵抗不平衡   (％) (at 20℃) ５ 以下 

絶 縁 抵 抗  ＭΩ-km (at 20℃) ５,０００ 以上 

絶 縁 耐 圧  Ｖ/１分間    ＡＣ ７００ 

静 電 容 量  nF/100m (at 1kHz) ５.６ 以下 

 

第 ４ 表 

周波数 
挿入損失 近端漏話減衰量 電力和近端漏話減衰量 

(Insertion loss) (NEXT loss) (PSNEXT loss) 

MHz dB/100m (at 20℃) dB dB 

１   ３.４ 以下 ７４.３ 以上 ７２.３以上 

４   ６.４ 以下 ６５.３ 以上 ６３.３以上 

８   ９.０ 以下 ６０.８ 以上 ５８.８以上 

１０ １０.１ 以下 ５９.３ 以上 ５７.３以上 

１６ １２.８ 以下 ５６.２ 以上 ５４.２以上 

２０ １４.４ 以下 ５４.８ 以上 ５２.８以上 

２５ １６.２ 以下 ５３.３ 以上 ５１.３以上 

３１.２５ １８.１ 以下 ５１.９ 以上 ４９.９以上 

６２.５ ２６.１ 以下 ４７.４ 以上 ４５.４以上 

１００ ３３.７ 以下 ４４.３ 以上 ４２.３以上 

２００ ４９.３ 以下 ３９.８ 以上 ３７.８以上 

２５０ ５５.８ 以下 ３８.３ 以上 ３６.３以上 
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第 ５ 表 

周波数 
減衰対遠端漏話比 電力和減衰対遠端漏話比 

(ACRF) (PSACRF) 

MHz dB/100m dB/100m 

１ ６６.４ 以上 ６３.４ 以上 

４ ５３.１ 以上 ５０.１ 以上 

８ ４６.０ 以上 ４３.０ 以上 

１０ ４３.６ 以上 ４０.６ 以上 

１６ ３８.４ 以上 ３５.４ 以上 

２０ ３５.９ 以上 ３２.９ 以上 

２５ ３３.２ 以上 ３０.２ 以上 

３１.２５ ３０.４ 以上 ２７.４ 以上 

６２.５ ２１.１ 以上 １８.１ 以上 

１００ １３.９ 以上 １０.９ 以上 

２００  １.５ 以上 －１.５ 以上 

２５０ －３.２ 以上 －６.２ 以上 

※表の値は１００ｍ長での値であり、実際の使用長以下では全て０.０以上となります。 

 

第 ６ 表 

周波数 
反射減衰量 伝搬遅延 対間遅延時間差 

(RL) (Propagation delay) (Propagation delay skew) 

MHz dB ns/100m ns/100m 

１ ２０.０ 以上 ９６９ 以下 ７７ 以下 

４ ２３.０ 以上 ９３８ 以下 ７７ 以下 

８ ２４.５ 以上 ９２９ 以下 ７７ 以下 

１０ ２５.０ 以上 ９２７ 以下 ７７ 以下 

１６ ２５.０ 以上 ９２３ 以下 ７７ 以下 

２０ ２５.０ 以上 ９２１ 以下 ７７ 以下 

２５ ２４.３ 以上 ９２０ 以下 ７７ 以下 

３１.２５ ２３.６ 以上 ９１９ 以下 ７７ 以下 

６２.５ ２１.５ 以上 ９１６ 以下 ７７ 以下 

１００ ２０.１ 以上 ９１４ 以下 ７７ 以下 

２００ １８.０ 以上 ９１２ 以下 ７７ 以下 

２５０ １７.３ 以上 ９１２ 以下 ７７ 以下 

 

５．包 装 

５．１ 標準長 

      ケーブルは、３００ｍを標準長とする。 

 

５．２ 荷 造 

ケーブルは、ドラム巻とし運搬中等の損傷を防ぐために適切な梱包材で梱包を施すこととする。 

 

５．３ 包装サイズおよび総質量 

      包装サイズおよび総質量は第７表による。 

 

第 ７ 表 

包装サイズ(mm) 総質量(kg) 

ドラムサイズ 

ツバ径×胴径×外幅 
Ｌ４－２ ６４０×３５０×４３０ 約５６ 
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６．本製品の特徴と使用上の注意点 

（１）０.３ｍｍ単線導体の採用により細径化を実現した水平配線用のＵＴＰケーブルです。 

   ケーブルが集中するデータセンタや機器室、配線スペースが限られているオフィス等にて 

省スペースＣＡＴ６配線を実現できます。 

 

（２）本製品の最大使用長（パーマネントリンク長）は５０ｍです。 

 

（３）本製品を使用した場合の推奨チャネル長は６０ｍとなります。 

（機器コード、パッチコード、ワークエリアコードは合計１０ｍ） 

 

（４）過度な引張、側圧、急峻な曲げ、強い衝撃、きつい捕縛等は与えないで下さい。 

 

（５）湿気やほこりの多い場所での保管や使用は避けて下さい。 

 

（６）ＰｏＥ（パワーオーバーイーサネット）等の電力供給アプリケーションの使用については、 

   弊社にてコネクタ加工した製品に限り、１１Ｗ（２６０ｍＡ）までご使用いただけます。 

 

（７）モジュラコネクタは細径ケーブル用（0.3mm，AWG28 導体対応）をご使用下さい。 

   ・推奨ﾓｼﾞｭﾗﾌﾟﾗｸﾞ：パンドウイット社製「SP628」 

   ・推奨ﾓｼﾞｭﾗｼﾞｬｯｸ：パンドウイット社製「CJT688TG」 

 

 

７．その他 

   本製品は、改正ＲｏＨＳ指令（２０１１／６５／ＥＵ、（ＥＵ）２０１５／８６３）に対応しています。 

 

 

８．発行部署 

   技術開発部 技術開発課 

以 上 


